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１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

 (2)　指定地球温暖化対策事業所の概要

令和7年4月版
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産業分類名
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種
等

2025

指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別

事業所
の種類

主たる用途

建 物 の 延 べ 面 積
（熱供給事業所にあっては熱供給先面積）

事 務 所

情 報 通 信

放 送 局

商 業

宿 泊

教 育

指定地球温暖化対策事業者

84,544.93

㎡

㎡

医 療

文 化

物 流

駐 車 場

基準年度

称号　東海旅客鉄道株式会社　新幹線鉄道事業本部
（東京仕業検査車両所、東京修繕車両所、東京交番検査車両所）
用途　新幹線車両の保守業務
設備　検修庫線：12線、着発線：38線、組替線：3線、引上線：1線、事業用車庫線：
1線、事業用車留置線：1線

38,400,000.00

基準年度

前年度末

前年度末工場その他上記以外

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

前年度末 ㎡

基準年度

東海旅客鉄道株式会社

前年度末

㎡

基準年度㎡前年度末 ㎡

工場その他上記以外

㎡

㎡

基準年度㎡

基準年度

㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡ 基準年度

㎡

基準年度

地球温暖化対策計画書

事業の
業　種

氏名（法人にあっては名称）

鉄道業

東海旅客鉄道株式会社　新幹線鉄道事業本部　大井車両基地

品川区八潮三丁目2番92号

H_運輸業_郵便業 鉄道業H42

㎡

前年度末

前年度末

㎡

前年度末 ㎡ 基準年度 ㎡

84,544.93

㎡

㎡

前年度末

前年度末

㎡

㎡ 基準年度 ㎡
85,177.29

㎡

85,177.29



１　指定地球温暖化対策事業者の概要

 (1-2)　指定地球温暖化対策事業者及び特定テナント等事業者の氏名

地球温暖化対策計画書

氏名（法人にあっては名称）
指定地球温暖化対策事業者
又は特定テナント等事業者の別



 (3)　担当部署

 (4)　地球温暖化対策計画書の公表方法

 (5)　指定年度等

年 月 日

２　地球温暖化の対策の推進に関する基本方針

３　地球温暖化の対策の推進体制

2009

冊 子

そ の 他

事 業 所 の 使 用 開 始 年 月 日 1973 12

閲覧可能時間：

冊子名：

所在地：窓 口 で 閲 覧

指定地球温暖化対策事業所 年度

特定地球温暖化対策事業所

再エネの導入・利用に関する取組みについて：
電力の安定供給の状態、市場動向を見極めつつ検討していく。

閲覧場所：

年度

入手方法：

１．地球環境保全の面で優れた鉄道を一層ご利用いただくための快適な輸送サービスの提供
２．地球環境保全に資する技術開発等の推進
３．燃料、エネルギーの効率的な利用
４．廃棄物の抑制とリサイクルの推進
５．化学物質の適切な管理
６．地球環境に配慮した物品・資材の調達
７．地球環境保全に向けた意識向上と社会貢献

公表方法

https://jr-central.co.jpアドレス：ホームページで公表

2009

アドレス：

計 画 の
担当部署

東海旅客鉄道株式会社　新幹線鉄道事業本部　車両部管理課

050-3772-3910

公 表 の
担当部署

名 称

名 称 東海旅客鉄道株式会社　サービス相談室

03-5218-6261電 話 番 号 等

電 話 番 号 等

新幹線鉄道事業本部

大井車両基地
統括管理者

技術管理者

推進責任者 推進員



４　温室効果ガス排出量の削減目標（自動車に係るものを除く。）
 (1)　現在の削減計画期間の削減目標

 (2)　次の削減計画期間以降の削減目標

５　温室効果ガス排出量（自動車に係るものを除く。）

 (1)　温室効果ガス排出量の推移 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

(2)　建物の延べ面積当たりの特定温室効果ガス年度排出量の状況 単位：kg（二酸化炭素換算）/㎡・年

5,938

127

年度

2023 2024年度 年度2021 2022

6,0286,753

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

2029

2030 2034年度から

年度から

引き続きエネルギーの使用の最適化・効率化を追求すると共に、協力会社と
も一体となって、運用対策を実施することにより、特定温室効果ガスの削減
を目指す。

2025 年度まで

ｔ（二酸化炭素
換算）

基 準 排 出 量

特 定 温 室 効 果
ガ ス 以 外 の
温 室 効 果 ガ ス

引き続き節水対策を進めることで、その他ガスの削減を目指す。

28,553

年度まで

48%

Ⅱ
ｔ（二酸化炭素
換算）/年

10,982

排 出 上 限 量
( 削 減 義 務 期 間 合 計 )

削減義務
率の区分

平均削減
義 務 率

6,016

年度年度2020

70.2

6,879 6,155 6,179

71.2

年度年度

71.3

年度2022 2023 2024

6,087

年度 2021

82.5 79.9

2020

六 ふ っ 化 い お う
（ SF6 ）

上 水 ・ 下 水 126

合 計

延 べ 面 積 当 た り
特 定 温 室 効 果 ガ ス
年 度 排 出 量

7,098

そ
の
他
ガ
ス

127

ﾊ ﾟ ｰ ﾌ ﾙ ｵ ﾛ ｶ ｰ ﾎ ﾞ ﾝ
（ PFC ）

非エ ネル ギー 起源
二酸化炭素（CO2）

三 ふ っ 化 窒 素
（ NF3 ）

計 画
期 間

削 減
目 標

削 減
義 務
の

概 要

特 定 温 室
効 果 ガ ス

149163

メ タ ン
（ CH4 ）
一 酸 化 二 窒 素
（ N2O ）

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ
（ HFC ）

特定 温室 効果 ガス
（ エ ネ ル ギ ー 起 源 CO2 ）

計 画
期 間

特 定 温 室
効 果 ガ ス

削 減
目 標

引き続きエネルギーの使用の最適化・効率化を追求すると共に、協力会社と
も一体となって、運用対策を実施することにより、特定温室効果ガスの削減
を目指す。

年度

引き続き節水対策を進めることで、その他ガスの削減を目指す。

6,971



６　総量削減義務に係る状況（特定地球温暖化対策事業所に該当する場合のみ記載）

 (1)　基準排出量の算定方法

）

）

 (2)　基準排出量の変更

 (3)　削減義務率の区分

 (4)　削減義務期間

 (5)　優良特定地球温暖化対策事業所の認定

 (6)　年度ごとの状況 単位：ｔ（二酸化炭素換算）

 (7)　前年度と比較したときの特定温室効果ガスの排出量に係る増減要因の分析

削 減 義 務 量
(D ＝Σ (A × B))

排 出 上 限 量
（C＝ΣA-D）

2003年度・2004年度・2005年度

2024 年度前削減計画期間 2023 年度

○

2020 年度 2021 年度 2022 年度

13,725

41,185

基 準 排 出 量
(A)

削 減 義 務 率
(B)

2021

2024

2022 年度

Ⅱ

算定方法：（

変 更 年 度

年度

決
定
及
び
予
定
の
量

10,982 10,982

25.00%

2024 年度

過 去 の 実 績 排 出 量 の
平 均 値

排 出 標 準 原 単 位 を
用 い る 方 法

そ の 他

特 に 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

年度から

極 め て 優 れ た
事 業 所 へ の 認 定

削減義務率の区分

基準年度：（

2020 2021

2020 年度まで

年度

25.00%

2020 年度
削 減 義 務
期 間 合 計

2023 年度 2024 年度年度

23,2045,0444,011

31,7065,938

10,982

25.00%

54,910

25.00%

10,98210,982

年度 2022 年度 2023

25.00%

具体的な増減要因
・照明用安定器を高効率安定器へ取替えるとともに、2012年度からLED照明の導入を計
画的に行い、省エネルギー化を図っている。

増 減 要 因
削 減 対 策 床 面 積 の 増 減 用 途 変 更

設 備 の 増 減 そ の 他

排 出 削 減 量
（F＝A - E）

実
績

4,966

特定温室効果
ガス排出量(E)

4,229 4,954

6,971 6,753 6,028 6,016



７　温室効果ガス排出量の削減等の措置の計画及び実施状況（自動車に係るものを除く。）

区 分
番 号

区 分 名 称

【特定温室効果ガス排出量の削減の計画及び実施の状況】

1 120300 12_運転管理及び効率管理 機器類の不用時の運転防止 2009年度より実施

2 120100 12_燃焼設備の管理 燃焼機器の過大空気比の防止 2010年度より実施

3 130100 13_空気調和の管理 過度な室内温度設定の防止 2010年度より実施

4 130200
13_空気調和設備の効率管
理

過剰な外気取り入れの防止 2010年度より実施

5 110200 11_主要設備等の保全管理 機器類の計画的な点検・清掃 2010年度より実施

6 150100 15_受変電設備の管理 設備の計画的な点検 2010年度より実施

7 150200 15_照明設備の運用管理 定期的な運用管理 2009年度より実施

8 329900
32_ボイラー・工業炉・蒸
気系統・熱交換器等に係る
その他の削減対策

ガスボイラへの設備更新 2007年度

9 160200 16_建物の省エネルギー 高効率照明器具への計画的な設備更新 2012年度より実施

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

　　（再生可能エネルギーの設備導入及び利用の状況）

71

72

73

【その他ガス排出量の削減の計画及び実施の状況（その他ガス削減量を特定温室効果ガスの削減義務に充当する場合のみ記載）】

81

82

83

【排出量取引の計画及び実施の状況】

91

92

93

備 考
対策
Ｎｏ

対策の区分
対 策 の 名 称 実 施 時 期



８　事業者として実施した対策の内容及び対策実施状況に関する自己評価（自動車に係るものを除く。）

　2050年カーボンニュートラルの実現に向けてより一層のCO2排出削減にも取り組んでおり、当社及び当社グルー
プは、政府の「2050年カーボンニュートラル」政策を前提に、2050年のCO2排出量実質ゼロを目指すとともに、
2030年度のCO2排出量についても、同政策を前提として、2013年度比で46%削減とすることを目指します。
　また、快適な輸送サービスの提供に努め、地球環境への負荷が少ない鉄道をひとりでも多くのお客様に選択・利
用していただくことにより、運輸部門全体としての環境負荷が抑制され、地球環境保全につながると考えていま
す。
　他にも、省資源、リサイクル、廃棄物処理等についても、関係法令の遵守はもとより、具体的な対策を着実に推
進し、総合的に地球環境保全に貢献しています。
　
　当基地としては、2007年度に熱源供給方式の見直しを行い、炉筒煙管ボイラから簡易なガスボイラへの設備更新
が完了し、使用開始しています。
　また、照明用安定器を高効率安定器へ取替えるとともに、2012年度からLED照明の導入を計画的に行い、省エネ
ルギー化を図っています。

現在、以下の3点について対策を実施しております。
1.空調機器
　・空調の温度をこまめに調整し、業務を行っていない部屋については、停止を徹底しています。
2.照明器具
　・昼の休憩時間や未使用の個室などは消灯しています。
　・社員の退社状況に応じて部分消灯しています。
3.その他
　・パソコン、モニタ、プリンタ等は退社時に電源を切っております。

再エネの導入・利用に関する取組みについて：
・リニア・鉄道館及び浜松工場で太陽光発電システムを導入しており、リニア・鉄道館では年間約40万kWh、浜松
工場では年間約36万kWhを発電しています。
・武豊線の電車運行に使用する年間電力量である約200万kWhに相当する「FIT非化石証書」を購入し、同線の電車
を実質的に再生可能エネルギー由来電力100％で運行しています。


